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(57)【要約】
劣化加速実験により取得した、設備が正常から劣化に至
る加速測定データと、加速測定データ中の劣化の特徴を
示すデータにラベルを付与した事前ラベルデータとを学
習させた判定器ＤＥ１を作成する。稼動中の設備から劣
化診断の測定データを取得し、設備における保守の記録
から教師劣化度ラベルデータを求め、測定データ及び教
師劣化度ラベルデータから追加データを取得する。追加
データを含む全学習データを判定器で判定して得られる
予測劣化度ラベルデータと、全学習データに含まれる教
師劣化度ラベルデータとの差異が所定値より大きい場合
は、学習データを追加学習データとして選別する。追加
学習データを学習して判定器を更新する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
劣化加速実験により取得した、設備が正常から劣化に至る連続する加速測定データと、前
記加速測定データ中の劣化の特徴を示すデータにラベルを付与した事前ラベルデータとを
学習させた判定器を作成する初期学習ステップと、
稼動中の前記設備から劣化診断の測定データを取得するステップと、
前記設備における保守の記録から教師劣化度ラベルデータを求めるステップと、
前記測定データ及び前記教師劣化度ラベルデータから追加データを取得するステップと、
前記追加データを含む全学習データを前記判定器で判定して得られる予測劣化度ラベルデ
ータと、前記全学習データに含まれる前記教師劣化度ラベルデータとの差異が所定値より
大きい場合には、前記学習データを追加学習データとして選別するステップと、
前記追加学習データを学習して前記判定器を更新するステップと
を備えている劣化診断システム追加学習方法。
【請求項２】
前記追加データを取得するステップと、
前記学習データを前記追加学習データとして選別するステップと、
前記判定器を更新するステップとを、
前記保守を実施するごとに繰り返して行う請求項１に記載の劣化診断システム追加学習方
法。
【請求項３】
前記学習データを前記追加学習データとして選別するステップは、
前記追加データを含む前記全学習データを前記判定器で判定する際に、判定したデータが
前記学習データに対して未知なる度合いが所定の閾値より高いデータである場合に、前記
判定したデータを未知データとして判定するステップと、
前記未知データを前記学習データの前記追加学習データとして選別するステップと
を含む請求項１に記載の劣化診断システム追加学習方法。
【請求項４】
前記設備は、回転体を有する電動機を備えている請求項１に記載の劣化診断システム追加
学習方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気機器設備における劣化診断システム追加学習方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、運転中の電動機の入力電流に含まれる特定の高調波成分を検出する信号抽出手段
と、該信号抽出手段からの出力信号を変換処理する信号処理手段とを備え、該信号処理手
段により得られた高周波成分からなる特性値と予め定めた判定基準との比較により、異常
原因及び場所を特定することが可能な機器設備の異常診断方法が開示されている（例えば
、特許文献１を参照）。
【０００３】
　回転体を有するモータ及び発電機等を備えた設備の劣化状態を常時監視する従来の異常
診断方法においては、設備の状態を表す物理量を、主として温度、音及び振動に関して測
定しており、この際の正常又は異常の診断を所定の閾値によって診断している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－１８９０６４号公報
【特許文献２】特開２００３－１５６５４７号公報
【発明の概要】
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【０００５】
　しかしながら、従来の異常診断方法において用いられる温度、音及び振動等は、環境依
存性が極めて高い。従って、この環境依存性を弱めるために、診断の対象である設備ごと
に、複雑且つ膨大な量の閾値パラメータの初期値の設定が必要となる。同時に、当該パラ
メータの継続的な微調整が必要となる。このため、専門家による定期的なメンテナンスが
必要とされ、設備の劣化診断には多大な工数を要するという問題がある。
【０００６】
　本発明は、従来の問題を解決し、劣化加速実験により作成した判定器に対して追加学習
を行う際に、定期的な追加学習に必要な学習データ量を適正に選択しながら、学習効果の
増大を図れるようにすることを目的とする。
【０００７】
　目的を達成するため、本発明は、劣化加速実験による初期学習データを用いて作成した
判定器を、設備の稼動中の測定データと該設備の教師劣化度ラベルデータとから更新する
。
【０００８】
　具体的に、本発明に係る一態様の劣化診断システム追加学習方法は、劣化加速実験によ
り取得した、設備が正常から劣化に至る連続する加速測定データと、加速測定データ中の
劣化の特徴を示すデータにラベルを付与した事前ラベルデータとを学習させた判定器を作
成する初期学習ステップと、稼動中の設備から劣化診断の測定データを取得するステップ
と、設備における保守の記録から教師劣化度ラベルデータを求めるステップと、測定デー
タ及び教師劣化度ラベルデータから追加データを取得するステップと、追加データを含む
全学習データを判定器で判定して得られる予測劣化度ラベルデータと、全学習データに含
まれる教師劣化度ラベルデータとの差異が所定値より大きい場合には、学習データを追加
学習データとして選別するステップと、追加学習データを学習して判定器を更新するステ
ップとを備えている。
【０００９】
　これによれば、劣化加速実験により取得された加速測定データ、及び加速測定データに
対する事前ラベルデータを学習させて判定器を作成し、稼動中の設備から、劣化診断の測
定データと、保守の記録から求める教師劣化度ラベルデータから取得した追加学習データ
を用いて、判定器を更新する。これにより、現場で取得される非連続の学習データである
追加データを、連続基準データである初期学習データに適合することができる。その結果
、監視対象の設備における劣化の判定基準の確度を高めることができる。したがって、追
加学習に必要な学習データ量を適正に選択しながら、学習効果の増大を図ることができる
。
【００１０】
　また、追加データを取得するステップと、学習データを追加学習データとして選別する
ステップと、判定器を更新するステップとを、保守を実施するごとに繰り返して行っても
よい。
【００１１】
　これによれば、保守を実施するごとに、判定器の学習度を更新することができる。
【００１２】
　また、学習データを追加学習データとして選別するステップは、追加データを含む全学
習データを判定器で判定する際に、判定したデータが学習データに対して未知なる度合い
が所定の閾値より高いデータである場合に、判定したデータを未知データとして判定する
ステップと、未知データを学習データの追加学習データとして選別するステップとを含ん
でいてもよい。
【００１３】
　これによれば、未知度が所定の閾値よりも高いデータであっても、判定器に対して学習
データとして追加できるので、現場ごとに異なる可能性がある未知のデータに対しても対
応することができるようになる。
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【００１４】
　また、劣化診断の対象である設備は、回転体を有する電動機を備えていてもよい。
【００１５】
　これによれば、電動機の電流変動成分を高調波センサで取得することにより、設備の劣
化を検出することができる。
【００１６】
　本発明によれば、劣化加速実験により作成した判定器に対して追加学習を行う際に、定
期的な追加学習に必要な学習データ量を適正に選択しながら、現場ラベリングにより学習
効果の増大を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、本発明の実施形態に係る劣化診断システム追加学習方法を実現する劣化
診断システムを示す構成図である。
【図２】図２は、図１の劣化診断システムにおける選別工程を示すフロー図である。
【図３】図３は、本発明の実施形態に係る劣化診断システムにおける判定器の学習タイミ
ングを表す概略フロー図である。
【図４】図４は、本発明の実施形態に係る劣化診断システムを構成する判定器を表す構成
図である。
【図５】図５は、本発明の実施例に係る劣化診断システム追加学習方法を示すフロー図で
ある。
【図６】図６は、本発明の実施例に係る劣化診断システムを利用する顧客の利用形態を示
す模式図である。
【図７】図７は、本発明の実施例に係る劣化診断システムを利用する場合の、保守時の測
定データからの波形の抽出処理及びラベリング処理の概略を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　（実施形態）
　本発明の実施形態について説明する。
【００１９】
　本発明の実施形態に係る劣化診断システム追加学習方法は、設備の加速劣化実験により
連続して取得された測定データを初期基準となる初期学習データとし、劣化診断の対象で
ある設備から非連続に取得された特徴的な現場データを初期学習データにより作成された
判定器に追加学習させることにより、現場設備からの非連続のデータを用いながらも、連
続した判定基準を得ることができる。
【００２０】
　以下、具体例として、ＳＴＥＰ１、ＳＴＥＰ２、及びＳＴＥＰ３を、図１を参照しなが
ら順次説明する。ＳＴＥＰ１は、電動機により駆動される回転体を有する設備の模擬的な
実験装置を用いた加速実験ステップである。ＳＴＥＰ２は、該加速実験から得られた連続
する加速測定データと、該加速測定データを分析して得られる設備の劣化の特徴を有する
データにラベルを付与して学習し、初期基準となる判定器を作成するステップである。Ｓ
ＴＥＰ３は、劣化診断対象である設備に対して、判定器を用いて設備劣化度を常時判定す
ると共に、当該設備における保守記録等の非連続のデータを用いて測定データにラベルを
付与し、さらに過去を含む全学習データから選別した追加学習データを、判定器に追加学
習するステップである。
【００２１】
　図１は、本発明の実施形態に係る劣化診断システム追加学習方法を実現する劣化診断シ
ステムを示す構成図である。
【００２２】
　（ＳＴＥＰ１）
　加速劣化実験機材（加速実験装置）ＨＷ１は、例えば、電動機の回転軸の他端に結合さ
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れたベアリング（軸受）を有する。加速劣化実験機材ＨＷ１は、該ベアリングの近傍に荷
重発生機により、例えば１．８ｔの荷重を掛ける。回転軸における荷重印加部分に対して
電動機と反対側には、発電機がカップリングされる。該発電機と該発電機の負荷との接続
部には、劣化判定用の高調波センサが設けられる。
【００２３】
　このように負荷が掛けられた加速劣化実験装置を、例えば１週間運転して、正常状態か
ら、摩耗状態、さらには故障状態に至る連続した加速測定データＤＴ１を取得する（ＡＭ
０）。具体的には、加速測定データＤＴ１は、約２０秒間隔で測定された高調波の生デー
タである。なお、劣化診断の対象となる設備の部品は、ベアリングに限られず、ギア、ボ
ールねじ及びベルト等をも対象とすることができる。
【００２４】
　また、公知のように、上記の負荷により、ベアリングが劣化すると、該ベアリングには
固有振動が生じる。生じた固有振動は、電動機のロータに伝播して、その角速度が変化す
る。この角速度の変化に応じて電流高調波が発生するため、発生した電流高調波を高調波
センサによって計測することにより、機械の劣化の状態を診断することができる。
【００２５】
　（ＳＴＥＰ２）
　取得した各加速測定データＤＴ１に対して、高調波の例えば極大値、極小値、分散値又
は平均値を結ぶグラフを作成して、変化の特徴箇所、すなわち劣化の特徴箇所を確認する
（ＭＮ１）。この人力作業による特徴箇所の確認ＭＮ１によって、劣化の程度に応じたラ
ベルを付与して、ラベルデータＤＴ２を作成する。
【００２６】
　次に、加速測定データＤＴ１と、加速測定データＤＴ１の劣化特徴と等価な事前ラベル
データＤＴ２とを人力作業又は自動作業により対応付ける。これをラベリングと呼ぶ。こ
こでは、監視対象機材の稼動中のラベリングと区別して事前ラベリングＭＮ２と呼ぶ。事
前ラベリングＭＮ２によって、初期学習データＤＴ３を作成する。
【００２７】
　次に、作成された初期学習データＤＴ３を判定器ＤＥ１に学習させる（初期学習ＭＮ３
）。以上により、初期基準学習が実行されて、判定器ＤＥ１が作成される。
【００２８】
　（ＳＴＥＰ３）
　次に、劣化診断の対象である監視対象機材ＨＷ２に高調波センサを取り付けて、高調波
データを定期的又は任意のイベント発生時に測定する（ＡＭ１）。測定した測定データＤ
Ｔ４を判定器ＤＥ１に掛けて、予測劣化度ラベルデータ及び未知度データＤＴ５を得る。
その後、この予測劣化度ラベルデータ及び未知度データＤＴ５は、ディスプレイ又はプリ
ンタ等に出力されて可視化される（ＡＭ３）。
【００２９】
　本実施形態においては、高調波センサによる常時監視に加えて、人力作業により行われ
る、定期又は不定期の保守作業ＭＮ４により得られた教師劣化度ラベルデータＤＴ６を取
得する。教師劣化度ラベルデータとは、判定又は評価に必要な情報を、他の情報と区別す
るためのラベルを付与されたデータをいう。
【００３０】
　次に、取得した教師劣化度ラベルデータＤＴ６と、上記の測定データＤＴ４とから、人
力作業により、監視対象機材ＨＷ２の劣化の判定に必要なデータを区別する、現場ラベリ
ングＭＮ５を行う。このとき、取得した教師劣化度ラベルデータＤＴ６と、測定データＤ
Ｔ４とは、互いのタイムスタンプによって照合が可能となる。現場ラベリングＭＮ５によ
って、追加データＤＴ７を作成し、一旦、データ倉庫ＤＴ８に格納する。なお、データ倉
庫ＤＴ８には、初期学習データＤＴ３等の過去のデータをも全て含んでいる。
【００３１】
　次に、データ倉庫ＤＴ８から取り出した、過去分を含む全学習データＤＴ９に対し、判
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定器ＤＥ１を用いて判定して、新たな追加学習データＤＴ１０を選別する（選別処理ＡＭ
４）。なお、選別処理ＡＭ４は、図２を用いてその詳細を後述する。
【００３２】
　次に、選別された追加学習データＤＴ１０は、判定器ＤＥ１の再学習ＡＭ５に使用され
て、判定器ＤＥ１を成長させる。但し、再学習ＡＭ５は、全学習データＤＴ９のデータの
選別処理ＡＭ４を一通り完了させた後で行う。このようにすることにより、判定器ＤＥ１
が途中で更新されたことによる、過去のデータにおける誤判定率の上昇を防ぐことができ
る。
【００３３】
　次に、図２を参照しながら、選別処理ＡＭ４を説明する。図２は、図１の劣化診断シス
テムにおける選別工程を示すフロー図である。なお、図２及びそれ以降の図面においては
、図１に示した構成要素と同一の構成要素に同一の符号を付すことにより、その説明を省
略する。
【００３４】
　図２に示すように、ステップＳＴ０１において、過去分を含む全学習データＤＴ９に対
し、以下の処理を行う。
【００３５】
　すなわち、次のステップＳＴ０２において、判定器ＤＥ１により、監視対象機材ＨＷ２
の劣化度を１データずつ判定する。この判定処理によって、既存の学習データと比べてそ
の波形に未知なるパターンを含むデータ（ここでは「未知度を含むデータ」と呼ぶ）ＤＴ
１３を中間データとして保存する。同時に、予測劣化度ラベルデータＤＴ１４を中間デー
タとして保存する。
【００３６】
　次のステップＳＴ０３において、中間データの未知度を含むデータＤＴ１３が、未知度
が予め設けられた閾値よりも高値である場合には、未知データとして、次のステップＳＴ
０５において、追加学習データとして選別する。一方、ステップＳＴ０３において、未知
データに該当しない、すなわち既知のデータである可能性が高い場合には、次のステップ
ＳＴ０４に進む。
【００３７】
　次のステップＳＴ０４では、劣化判定の結果として、期待する出力値を得られない場合
は、次のステップＳＴ０５において、追加学習データとして選別する。具体的には、ステ
ップＳＴ０４は、中間データの予測劣化度ラベルデータＤＴ１４と、学習データに含まれ
る教師劣化度ラベルデータＤＴ６との間の差異が予め設けられた閾値よりも高値である場
合には、判定中のデータを次のステップＳＴ０５において、追加学習データＤＴ１０とし
て選別する。
【００３８】
　以上の選別処理を、過去を含む全学習データに対して、繰り返し行う。
【００３９】
　このように、本実施形態においては、ＳＴＥＰ３において、現場で取得される非連続の
劣化データである教師劣化度ラベルデータＤＴ６を、連続基準データである予測劣化度ラ
ベルデータＤＴ１４に適合することができる。これにより、監視対象機材ＨＷ２における
劣化の判定基準の確度を上げることが可能となる。
【００４０】
　図３は、本発明の実施形態に係る劣化診断システムにおける判定器の学習タイミングを
表す概略処理フロー図である。図３に示すように、まず、ケースＡ：［学習しない場合］
として、例えば、高調波センサを用いた常時監視による測定データを、判定器ＤＥ１で判
定ＡＭ２して、当該データの可視化ＡＭ３のみが行われる。このため、判定器ＤＥ１の学
習は行われない。図１に示すように、この場合の測定データはＤＴ４に蓄積され、さらに
は、データ倉庫ＤＴ８に格納される。
【００４１】
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　これに対し、ケースＢ：［学習する場合］として、判定器ＤＥ１に学習が行われる場合
は、人力による保守作業が実施される。この場合は、上述したように、保守データから教
師劣化度ラベルデータＤＴ６を取得する。続いて、取得した教師劣化度ラベルデータＤＴ
６と測定データと突き合わせて、現場ラベリングＭＮ５を行って、追加データＤＴ７を作
成する。選別処理ＡＭ４により、追加学習が必要な追加学習データＤＴ１０を選別して、
判定器ＤＥ１の再学習を実施する。
【００４２】
　このように、判定器ＤＥ１に対して再学習が実施される第１の条件は、保守が実施され
ることである。
【００４３】
　なお、以下の場合には、たとえ保守が実施されたとしても、判定器ＤＥ１の学習は行わ
れない。すなわち、図２のフロー図から分かるように、判定対象のデータの未知度が低い
場合と、判定結果と期待する出力値とに有意な差がない場合、具体的には、予測劣化度ラ
ベルデータＤＴ１４と教師劣化度ラベルデータＤＴ６との間の差異が小さい場合、判定器
ＤＥ１の再学習は実施されない。
【００４４】
　さらに、保守を行っても、教師劣化度ラベルデータＤＴ６を取得できない場合と、今回
の保守と前回の保守との期間が十分に空いていない場合には、再学習は実施されない。こ
こで、今回の保守と前回の保守との十分な期間は、監視対象機材ＨＷ２が持つ設備、また
はその稼働率等によって、任意に決めることができる。
【００４５】
　ここで、本実施形態における機械学習の概要を説明する。本実施形態で用いるニューラ
ルネットワークは、データが入力層から中間層及び出力層に順次伝播するフィードフォワ
ードニューラルネットワークである。公知のように、ニューラルネットワークの学習とは
、該ニューラルネットワークに対して、積和演算と非線形関数（活性関数）とを多段で組
み合わせた数値演算モデルに、誤差逆伝播（バックプロパゲーション）法を用いて入力層
と出力層との間の誤差が最小となるパラメータ（結合荷重）を学習させ、任意の入力に対
して適切な出力を推定できるシステムを構築することをいう。
【００４６】
　図４は、本発明の実施形態に係る劣化診断システムを構成する判定器ＤＥ１を表す構成
図である。図４に示すように、判定器ＤＥ１は、特徴フィルタ１００と、正常／劣化度判
定器１１０と、未知度判定器１２０とを有している。
【００４７】
　特徴フィルタ１００は、測定データが入力される波形切出し部１０１と、切り出された
測定データの周波数解析等を行う周波数解析部１０２とを含む。
【００４８】
　正常／劣化度判定器１１０は、特徴フィルタ１００からの出力を受け、２次元のデータ
を出力する全結合４層ニューラルネットワーク１１１と、全結合４層ニューラルネットワ
ーク１１１からの出力をそれぞれ受ける第１統合処理部１１２及び第２統合処理部１１３
とを含む。第１統合処理部１１２は正常度を外部に出力する。第２統合処理部１１３は劣
化度を外部に出力する。
【００４９】
　未知度判定器１２０は、全結合３層オートエンコーダ１２１と、比較処理部１２２と、
統合処理部１２３とを含む。全結合３層オートエンコーダ１２１は、特徴フィルタ１００
からの出力を受けてエンコードする。比較処理部１２２は、全結合３層オートエンコーダ
１２１からの出力と特徴フィルタ１００からの出力とを比較する。統合処理部１２３は、
比較処理部１２２からの出力を受け、未知度を外部に出力する。
【００５０】
　波形切出し部１０１及び周波数解析部１０２は、特徴量として、例えば３３６次元を指
定し、フレーム数は所定の数を切り出す。
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【００５１】
　全結合４層ニューラルネットワーク１１１は、特徴フィルタ１００からの３３６次元の
入力データを２次元にして、第１の出力と第２の出力を出力する。第１の出力を受ける第
１統合処理部１１２は、切り出されたフレーム数分のデータを統合して、例えば正常度を
出力する。第２の出力を受ける第２統合処理部１１３は、切り出されたフレーム数分のデ
ータを統合して、例えば劣化度を出力する。
【００５２】
　全結合３層オートエンコーダ１２１は、特徴フィルタ１００からの３３６次元の入力デ
ータに対して、所定のエンコードを行って、３３６次元の出力データを出力する。比較処
理部１２２は、全結合３層オートエンコーダ１２１でエンコードされたデータと、特徴フ
ィルタ１００で周波数解析等がなされたデータとを比較する。すなわち、比較処理部１２
２は、全結合３層オートエンコーダ１２１における入力データと出力データとの間の正規
化とノルム計算とを行って比較処理を行う。統合処理部１２３は、切り出されたフレーム
数分のデータを統合して未知度を出力する。
【００５３】
　なお、本実施形態においては、図２のフロー図で説明したように、ステップＳＴ０３に
おいて、図４の未知度判定器１２０の出力データの未知度が高い場合には、当該出力デー
タを追加学習データとして選別することができる。
【００５４】
　図２のステップＳＴ０４において、図４の正常／劣化度判定器１１０の出力データにお
ける正常度及び劣化度が期待する出力値と異なる場合にも、当該出力データを追加学習デ
ータとして選別することができる。
【００５５】
　このように、監視対象機材ＨＷ２を常時監視している際に、期待する正常度又は期待す
る劣化度の推定が困難な測定データであっても、又は、未知度が高い測定データであって
も、本実施形態に係る劣化診断システム、すなわち判定器ＤＥ１における学習度合いを成
長させることができる。
【００５６】
　以上のように、本実施形態の劣化診断システム追加学習方法は、劣化加速実験により取
得した、設備が正常から劣化に至る連続する加速測定データＤＴ１と、加速測定データＤ
Ｔ１中の劣化の特徴を示すデータにラベルを付与した事前ラベルデータＤＴ２とを学習さ
せた判定器ＤＥ１を作成する初期学習ステップと、稼動中の設備から劣化診断の測定デー
タＤＴ４を取得するステップと、設備における保守の記録から教師劣化度ラベルデータＤ
Ｔ６を求めるステップと、測定データＤＴ４及び教師劣化度ラベルデータＤＴ６から追加
データＤＴ７を取得するステップと、追加データＤＴ７を含む全学習データＤＴ９を判定
器ＤＥ１で判定して得られる予測劣化度ラベルデータＤＴ１４と、全学習データＤＴ９に
含まれる教師劣化度ラベルデータＤＴ６との差異が所定値より大きい場合には、学習デー
タを追加学習データＤＴ１０として選別するステップと、追加学習データＤＴ１０を学習
して判定器ＤＥ１を更新するステップとを備えている。
【００５７】
　これによれば、稼動中の設備から、劣化診断の測定データＤＴ４と、保守の記録から求
める教師劣化度ラベルデータＤＴ６から取得した追加学習データＤＴ１０を用いて、判定
器ＤＥ１を更新する。これにより、現場で取得される非連続の学習データである追加デー
タＤＴ７を、連続基準データである初期学習データに適合することができる。その結果、
監視対象の設備における劣化の判定基準の確度を高めることができる。したがって、追加
学習に必要な学習データ量を適正に選択しながら、学習効果の増大を図ることができる。
【００５８】
　また、追加データＤＴ７を取得するステップと、学習データを追加学習データＤＴ１０
として選別するステップと、判定器ＤＥ１を更新するステップとを、保守を実施するごと
に繰り返して行ってもよい。
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【００５９】
　これによれば、保守を実施するごとに、判定器の学習度を更新することができる。
【００６０】
　また、学習データを追加学習データＤＴ１０として選別するステップは、追加データＤ
Ｔ７を含む全学習データＤＴ９を判定器ＤＥ１で判定する際に、判定したデータが学習デ
ータに対して未知なる度合いが所定の閾値より高いデータである場合に、判定したデータ
を未知データとして判定するステップと、未知データを学習データの追加学習データＤＴ
１０として選別するステップとを含んでいてもよい。
【００６１】
　これによれば、未知度が所定の閾値よりも高いデータであっても、判定器に対して学習
データとして追加できるので、現場ごとに異なる可能性がある未知のデータに対しても対
応することができるようになる。
【００６２】
　また、劣化診断の対象である設備は、回転体を有する電動機を備えていてもよい。
【００６３】
　これによれば、電動機の電流変動成分を高調波センサで取得することにより、設備の劣
化を検出することができる。
【実施例】
【００６４】
　図５は、本発明の実施例に係る劣化診断システムの利用方法を示すフロー図である。ま
ず、ステップＳＴ１０において、加速劣化試験により、初期基準データを収集する。次に
、ステップＳＴ１１において、判定器ＤＥ１に対して初期学習を行う。ここまでが、上述
したＳＴＥＰ１及びＳＴＥＰ２に対応する。
【００６５】
　次に、ステップＳＴ１２において、本劣化診断システムを顧客の監視対象機材ＨＷ２に
配置する。
【００６６】
　次に、ステップＳＴ１３において、本劣化診断システムを稼動する。すなわち、稼動中
の監視対象機材ＨＷ２に対して、監視対象機材ＨＷ２が発する高調波を高調波センサによ
り連続測定し、測定したデータを判定器ＤＥ１によって判定する。このときの連続して測
定された波形データ及び判定結果を波形及び判定結果データＤＴ１１に格納する。
【００６７】
　ステップＳＴ１４において、監視対象機材ＨＷ２に異常がないと判定された場合には、
ステップＳＴ１３に戻る。一方、ステップＳＴ１４において、監視対象機材ＨＷ２に異常
があると判定された場合には、ステップＳＴ１５において、監視対象機材ＨＷ２に対して
臨時の保守を実施する。その後、ステップＳＴ１７において、インターネット（ＷＥＢ又
はクラウドコンピューティング等）を用いて、監視対象機材ＨＷ２の保守の結果を保守結
果データＤＴ１２に格納する。
【００６８】
　ステップＳＴ１４と並行するステップＳＴ１６において、顧客は監視対象機材ＨＷ２に
対して定期的な保守を実施する。ステップＳＴ１７において、ステップＳＴ１６における
監視対象機材ＨＷ２の保守結果をＷＥＢなどを用い、インターネット上の保守結果データ
ＤＴ１２に入力する。
【００６９】
　次に、ステップＳＴ１８において、連続測定された波形及び判定結果データＤＴ１１及
び入力された保守結果データＤＴ１２から、波形データにラベリング（現場ラベリング）
を施して、過去分を含む全学習データＤＴ９に格納する。
【００７０】
　次に、ステップＳＴ１９において、判定器ＤＥ１を用いて、ラベリングされた過去分を
含む全学習データＤＴ９から学習データを抽出し、抽出された追加学習データとしてＤＴ
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１０に格納する。この工程は、図１及び図２に示した選別処理ＡＭ４に対応する。
【００７１】
　次に、ステップＳＴ２０において、抽出された追加学習データＤＴ１０を用いて、判定
器ＤＥ１を再学習して、判定器ＤＥ１を成長させる。
【００７２】
　ここで、本実施例に係る劣化診断システムにおける顧客の利用形態について図６を参照
しながら説明する。図６は、本発明の実施例に係る劣化診断システムを利用する顧客の利
用形態を示す模式図である。
【００７３】
　（１）監視対象機材ＨＷ２の所定の部位に高調波センサを配置する。高調波センサは、
インターネットと接続可能な端末であるエッジデバイスＥＤと接続され、さらにエッジデ
バイスＥＤはインターネットと接続される。
【００７４】
　（２）監視対象機材ＨＷ２が稼動中であれば、高調波センサ及びエッジデバイスＥＤを
通して、例えばＷＥＢ上に測定データＤＴ４として登録し、判定器ＤＥ１により、上述し
た解析及び判定を行う。
【００７５】
　（３）この判定結果は、ＷＥＢブラウザ等によって、スマートフォン及びパソコンから
随時閲覧することができる。
【００７６】
　（４）上記の（２）と並行して、定期保守の期間又は判定器ＤＥ１による判定結果が不
良の際には、人力作業により保守点検を行う。
【００７７】
　（５）保守点検時に得られた測定データを、上述した教師劣化度ラベルデータＤＴ６と
してＷＥＢ上に登録する。
【００７８】
　（６）現場ラベリングによる追加データを含め、過去分を含む全学習データＤＴ９から
、再学習用のデータを選別して、選別したデータで判定器ＤＥ１を再学習する。
【００７９】
　以下に、オンラインによる常時監視の測定データ又は定期保守時の測定データに、異常
と判定されたデータが連続して出力された場合でも、人力作業による保守により、監視対
象機材ＨＷ２は正常に稼動していたという場合を説明する。この場合の保守データからの
波形抽出処理及びラベリング処理について、図７を参照しながら説明する。図７は、本発
明の実施例に係る劣化診断システムを利用する場合の、保守時の測定データからの波形の
抽出処理及びラベリング処理の概略を示す模式図である。
【００８０】
　図７に示すように、例えば、高調波センサ及びエッジデバイスＥＤによる測定波形に対
して、判定器ＤＥ１が複数回（図７では、２回）連続して異常を出力した場合に、人力作
業による保守を行う。図７において、上の行に、エッジデバイスの測定波形を示す。エッ
ジデバイスの測定波形の下に、それぞれの測定波形に対応する、判定器ＤＥ１の出力を示
す。保守時に、図７に示す波形Ｂのデータが観察されたとすると、以下の５つの条件のう
ち少なくとも１つの条件を満たせば、保守時に取得された波形Ｂのデータを含め、その前
後のデータをもまとめて、測定結果のラベルを「異常」から「正常」に付け替える。同時
に、ラベリングされた過去分を含む全学習データＤＴ９を更新する。
【００８１】
　ここで、複数の測定結果のラベルをまとめて付け替える５つの条件とは、以下の通りで
ある。
【００８２】
　ｉ）タイムスタンプが近い。
【００８３】
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　ｉｉ）波形の形状が似ている。
【００８４】
　ｉｉｉ）波形同士のユークリッド距離が予め設けられた閾値よりも小さい。
【００８５】
　ｉｖ）ある特徴を抽出した後の特徴パラメータ同士のユークリッド距離が予め設けられ
た閾値よりも小さい。
【００８６】
　ｖ）判定器ＤＥ１からの出力値（劣化度又は未知度）同士のユークリッド距離が予め設
けられた閾値よりも小さい。
【００８７】
　このように、実施形態及び実施例に係る劣化診断システムにおける追加学習方法は、オ
ンラインによる常時監視の測定データ又は定期保守時の測定データに、劣化度が高いこと
を示す異常が連続的に検出されたとしても、緊急の保守によって、これらの異常を正常に
戻すことができる。そして、再度、オンラインで常時監視を行うことができる。
【産業上の利用可能性】
【００８８】
　本発明に係る劣化診断システム追加学習方法は、電気機器設備における劣化診断システ
ム等に有用である。
【符号の説明】
【００８９】
ＤＥ１　判定器
ＥＤ　エッジデバイス
ＨＷ１　加速劣化実験機材
ＨＷ２　監視対象機材
１００　特徴フィルタ
１０１　波形切出し部
１０２　周波数解析部
１１０　正常／劣化度判定器
１１１　全結合４層ニューラルネットワーク
１１２　第１統合処理部
１１３　第２統合処理部
１２０　未知度判定器
１２１　全結合３層オートエンコーダ
１２２　比較処理部
１２３　統合処理部
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